
さぁ、森のない未来へ 

金融会社HSBC社は、マレーシアのサラワク州において大規模な環境破壊と
人権侵害を引き起こしている伐採会社に融資をしてきた。同社はそれにより
およそ1億3000万米ドルの利益を得、持続可能性に関する同社の方針に違
反している。同社は賄賂や汚職に関わっていると多くの人が疑問視している
企業に対し、金融サービスを提供している。グローバル・ウィットネスの調査
は、商業融資がいかに森林関連の犯罪を助長してきたかを明らかにした。

調査の詳細は、本報告書および以下のウェブサイトにある： 
www.globalwitness.org/hsbc

2012年11月
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グローバル・ウィットネス : さぁ、森のない未来へ

HSBC 社は、世界で三番目に大きな上場企業で
あり、世界 80 カ国で企業活動を行っている。
こうしてグローバル展開している HSBC 社は、
自らが合法で持続可能なビジネスを行う責任
ある銀行であるというイメージ作りに励んで
きた。

このイメージが、米国上院議員が最近行った
調査により崩れている。調査によれば、HSBC
社には「汚職文化の蔓延」が見られ、不正資
金の合法化を行う者や薬物ディーラー、テロ
リスト疑惑のある者が資金を米国の金融シス
テムに取り込むことを可能にしている。1　
HSBC 本社のある英国では、重大不正監視局

（SFO）による刑事捜査が行われ、ケイマン島
の口座経由で、武器販売会社がサウジアラビ
ア王室とその他の役人に 2250 万米ドルのリ
ベートと疑われる支払いを同社が斡旋したこ
とが明らかになっている。2

グローバル・ウィットネスは以前、汚職政権や、
リビア 3 やナイジェリア 4 などの国で汚職に関
わっている公的要人（PEP）との HSBC 社の取
引履歴を記録している。公的要人とは、その
地位によって公的資金や賄賂を受け取るリス
クのある役人、その家族または密接な関係に
ある者と広く定義されている。5

本報告書は、HSBC 社の「汚職文化の蔓延」の
別の側面を検証する。それは、マレーシアの
ボルネオ半島にあるサラワク州における、熱
帯雨林破壊と人権侵害を助長する同社の役割
である。HSBC 社のサラワク州における顧客の
中には著名な公的要人と関連を持つ企業があ
り、これらの企業が重要な役割を果たす森林
破壊によって、一時は手付かずであった同州
の熱帯雨林の原生林は、残るところ 5％にま
でなってしまっている。これらの顧客は今や、
HSBC 社のような主要な国際銀行の融資と威信
のお陰で、世界的な木材産業の一部を支配し
ている。

ここ 30 年間、サラワク州はアブドゥル・タイブ・
マフムッド州主席大臣の統治が続いている。タ
イブ州主席大臣は、土地の分類、割当、林業ラ
イセンス発行に関するすべてにおいて政治的
コントロールを維持しており、その権力を自ら
の親族やビジネスパートナーの利益のために
濫用していると広く考えられている。6 グロー

バル・ウィットネスの得たエビデンスは、サラ
ワク州におけるすべての伐採ライセンスや植
林ライセンスの発行や譲渡の過程で、組織的な
賄賂と汚職が存在することを示唆している。7

タイブ州主席大臣は現在、マレーシアの連邦汚
職対策局による捜査の対象となっている。8

少なくとも HSBC 社の現在のマレーシアにおけ
る顧客のうち 2 社は、タイブ州主席大臣の親族
によって一部を管理または所有されている。9

地域特有の汚職とハイレベルな政治的コネク
ションで悪名高いセクターに融資を提供する
ことにより、HSBC 社は国際マネーローンダリ
ング（資金洗浄）規制に違反する深刻なリス
クを冒している。疑惑のある資金を扱うこと
を避けるために、そうした規制のもと、HSBC
社は公的要人に関して付加的な調査を行うこ
とが義務付けられているからである。

グローバル・ウィットネスは公的に入手可能
なサラワク州で最大の伐採コングロマリット
のうち 7 社の金融履歴を分析し、1977 年から
2012 年にかけて HSBC 社に推定 1 億 3,000 万
米ドルの利益及び手数料を生んだ融資やサー
ビスがあったことを特定した。10　HSBC 社の
サラワク州の顧客への貸付は近年減少してい
るものの、同社は自らの方針に違反して大企
業を引き続き支援しており、伐採及び植林事
業を行う上場企業 3 社の「主要銀行」として
登録されている。また、同社は 2004 年から少
なくとも 2,500 万米ドルに上る 6 つの新たな貸
付をしているが、2004 年は HSBC 社が「森林
地及び森林製品セクターに関する方針」とい
う重要な企業方針を導入した年である。

そうした支援は HSBC 社のデュー・ディリジェ
ンスや社会・環境基準への公のコミットメン
トと矛盾している。同社の森林方針は 2009 年
までに森林管理協議会（FSC）の基準、その他
同等の基準に従い、事業の対象となる森林の
最低 70％が認証を受けることができるという
信頼に値する可能性がない森林セクターの顧
客とは取引を停止することを義務付けている。
グローバル・ウィットネスは、本報告書で分
析した HSBC 社の林業セクターの顧客の中には
FSC 認証または同等の認証を取得している企業
はないことを発見したが、これは同社が自ら
の方針への準拠を完全に失敗していることを

要約

HSBC 社 2011
年度決算概要 
資産 : 2.7 兆米ドル

税引前利益 : 219 億米
ドル

「タイブ州主席大臣… 開発の進んでいない土地を14機のヘリコプターで巡回
しながら伐採権を小出しにし、彼の親族の企業が経済の大部分をコントロー
ルしている」（サラワク州）。
クアラルンプールの米国大使館から米国国務省への電信－Wikileaks
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示している。これに反して、グローバル・ウィッ
トネスの調査で明らかになったのは、反倫理
的、破壊的、そして時には違法な事業の複数
の事例である。これらには、以下を含む：

•	 シンヤン（Shin Yang）グループは、マレー
シア当局が国立公園として提案している地
域で熱帯雨林の原生林を伐採・開拓してお
り、急斜面や河岸で違法伐採が行われている
例もある。地域コミュニティ及びシンヤング
ループのもと社員はそれぞれ個別に、同社の
利益に反した懸念を表明したり行動を取る
ものを脅し暴行を加えるため同社が武装し
た暴力団を雇っていると主張している。

•	 サ ラ ワ ク・ オ イ ル・ パ ー ム（Sarawak Oil 
Palms）Bhd （SOPB）社は、世界的に重要
な保護価値の高い泥炭林の開拓と干拓を
行っており、これにより地球温暖化ガスを
大量に放出させている。同社はまた、マレー
シア政府が絶滅危惧樹種の生息地として指
定を予定されている国立公園の一部を開拓
している。また同社の操業地域に対して先
住民の慣習的権利があると主張する現地コ
ミュニティと同社との間には、紛争が起こっ
ている。

•	 WTK グループは、「ハート・オブ・ボルネ
オ」と呼ばれるボルネオの山岳地帯の熱帯
雨林の原生林で、破壊的で恐らく違法な伐

採を行っている。同社の事業は 2010 年、一
連の壊滅的な地滑りを引き起こし、サラワ
ク州最長の河川をしばらくの間、50 キロに
わたって塞いでしまった。

•	 タアン（Ta Ann）グループは、「ハート・オ
ブ・ボルネオ」において、絶滅の危機に瀕
しているオランウータンの生息地として確
認された熱帯雨林で皆伐を行っている。同
社は「HSBC 社の森林方針」認定を受けた、
と宣伝している。

HSBC 社の比較的進歩的な森林方針はモニタリ
ングと実施が伴ってこそのものである。違法
かつ非持続可能な伐採事業・植林事業を現在
促進する金融サービス全てを停止することは、
世界に残る森林のこれ以上の喪失を阻止する
ために非常に重要な一歩である。すべての金
融機関は、自らの事業が人権侵害、環境破壊
の悪化や、賄賂、汚職、マネーローンダリン
グ行為の促進に寄与しないことを確実にする
義務を有している。HSBC 社は現在のあり方を
変え、自らの方針中の基準や精神に準拠しな
い顧客との取引を止めるべきである。

グローバル・ウィットネスは、本報告書に含
まれる各主張を、事前に関係個人や企業に送っ
ている。返信は HSBC 社、タイブ・マフムッド
州主席大臣及びタアン社からのみ受け取った。
これらは本報告書の本文に含まれている。

サラワク州 クチン市（州都）
にある HSBC 社 
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提言 

HSBC ホールディングスに対して
•	 HSBC 社の「森林地及び森林製品セクターに

関する方針」に準拠しない伐採企業及び植
林企業との商業関係を即時に終了する。（タ
アン、シンヤン、SOPB、WTK 各社を含む）

•	 世界各地の林業セクターの顧客とその子会
社企業と HSBC 社との関係を審査するため
に、独立コンプライアンス・レビューを即
時に依頼し、そのレビュー結果を公表し、
HSBC 社の方針に違反していることが発覚し
た企業すべてとの取引を終了する。

•	 森林方針の適用範囲を「すべての金融サー
ビスと投資」にすることで明確にし、持株
による投資や融資サービスに関する規定を
範囲に含むようにする。

•	 手付かずのあるいは保護価値の高い森林に
おいて操業する顧客やその子会社とは、そ
うした森林における産業活動は「悪影響」
を与えるものであることから、一切の関係
を持たないものとする。

•	 HSBC 社が「慎重な姿勢」を取るとするバイ
オ燃料やピートに関する同社の方針中の条
項を改定し、泥炭林における伐採や開拓に
関して明確な禁止を適用する。

•	 先住民族の権利を侵害している証拠がある
場合、いかなる顧客との関係も持たないよ
う、社会方針の基準を再検討し強化する。
これには、HSBC 社の現在の基準である「自
由で事前の、十分な情報を与えられた上で
の相談」を「自由で事前の、十分な情報を
与えられた上での合意」に改訂することを
含む。

•	 市民社会が HSBC 社の顧客の事業に関する
情報を提供できるようリスクの高い国にお
いて独立した不服申し立て手続きを設け、
その機能を促進するため国別の林業セク
ター顧客リストを公表する。

•	 HSBC 社の林業セクター顧客の事業により悪
影響を受けた現地のコミュニティと生態系
に対して補償ファンドを設立する。

•	 公的要人（PEP）又はそのような人と関係を
持つ HSBC 社の顧客の内、林業セクターに
利害関係を有する公的要人（PEP）及び、そ
のような人と関係を有する者の銀行口座を
すぐに調査する。

•	 リスクの高い管区から来ている政府高官の
資金源が正当であるという推定はしない。
公務員 ( 又はその親族や密接な関係にある
者 ) に妥当で正当な資金源があると推定す
る代わりに、それが証明されない場合は不
正であるというアプローチに変える。

•	 米国上院調査小委員会の調査結果に従って、
HSBC 社が新しいコンプライアンス制度をど
のように実施しているか、独立した監査を
行い、公表する。

HSBC社の資産運用管理者と機
関投資家に対して
•	 マネーローンダリング対策やコンプライア

ンスの失敗は、銀行の投資者に深刻なリス
クを負わせる。それには、罰金のコスト、
問題解決のために取られる経営上層部の時
間の浪費、銀行のブランドイメージ低下や
ブランド失墜などの被害が含まれる。その
ため、投資家は、上記の HSBC ホールディ
ングスに対する提言を HSBC が実施するよ
う要求すべきである。

HSBC社の社員とビジネス顧客に
対して
•	 HSBC 社の方針に従って、森林セクターにお

ける環境破壊と人権侵害を引き起こしてい
る伐採事業に融資しないよう、HSBC 社に要
求する。

マレーシア銀行組合とその他国
際金融機関に対して
•	 上記の提言に沿った森林セクター方針を導

入する。

•	 プロジェクト・ファイナンスにおいて国際
的ベストプラクティスに準拠するため、赤
道原則（Equator Principles）を採択する。
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サラワクはボルネオ島にあるマレーシアの二
つの州のうちの一つである。面積 1230 万ヘ
クタールのサラワクはマレーシアの陸地 11 の
約 40％を占め、自然資源が非常に豊かである。
産業伐採は 1960 年代から行われているが、同
州の伐採事業が活発化し始めたのは、1981 年
にアブドゥル・タイブ・マフムッド氏が州主
席大臣に就任してからのことである。それ以
降、サラワク州の森林のほぼすべてに伐採と
植林のライセンスが発行されている 12。こうし
たライセンスはタイブ氏の統括する省により
与えられている。1990 年代はじめまでには、
HSBC 社はサラワクの伐採業界への中心的貸手
として確立していた。13.

公的機関の悪用
サラワク州の最高責任者としてのタイブ州主
席大臣による 30 年の統治は、汚職と公的機関
の悪用に関する申立に悩まされ続けてきた。州
主席大臣としての地位の他、同氏は資源計画環
境省および財務省の大臣であり、森林及びアブ
ラヤシを含むセクターへのサラワク州の公的
投資機関の長を務めている。14　この投資機関
は共同事業への投資または事業対象地の開発
を行っており、これらの共同事業はタアンホー
ルディングス 15 Bhd 及びサラワク・プランテー
ション Bhd 16 という、タイブ氏の親族が主要
株主となっている民間企業とともに行われて
いる。17 本報告書に氏名を記載するタイブ氏の
その他の親族は、サラワク州最大の伐採会社
のいくつかの役員や株主となっている。18

政府の上級職員やタイブ氏の親族によれば、同
氏はその強力な権力とともに、儲けの多い伐採・
植林ライセンスの発行を個人の責任で行える力
によって、サラワク州の木材業界の大物から、
自らとその親族の利益のために組織的に「非公
式の支払い」を引き出してきたという。タイブ
州主席大臣はグローバル・ウィットネスからの
汚職の申し立てについては、「まったく事実無
根であり悪意のあるもの」と反論している。19 
2011 年、マレーシア連邦汚職対策局（MACC）
はついにタイブ州主席大臣に対して非公式捜査
を発表し、捜査は現在も続いている。

マレーシアの汚職対策法は比較的強力であり、
また同国は国連汚職対策条約 20 へ署名をし国
際的なコミットメントを約束しているにも関
わらず、グローバル・インテグリティーの最
近の調査によれば法律の文言と実際の取締り
には大きなギャップがあることがわかってお
り、同団体はマレーシア政府に対して、「非常
に脆弱」という全体評価をしている。21

脆弱なガバナンスはマレーシアの増加する国
外への違法資金流出の主要な要因としても挙
げられている。資金流出は 2000 年から 2008
年にかけて 2,910 億米ドルにのぼると推定さ
れ、この額は同期間におけるマレーシアの
GDP の約 24％にあたっている。22 脆弱なガバ
ナンスはサラワクの林業セクターに特に顕著
な問題であり、マレーシア連邦監査局長は「満
足に値しないレベル」23 であるとし、「脆弱な
モニタリングと取締り」及び「広範囲にわた
るライセンス授与条件の違反」を強調してい
る。24

森林破壊と人々の周縁化
タイブ氏の統治のもと、サラワク州は世界最
大の熱帯材の輸出国となった。サラワク州は
ラテンアメリカとアフリカ諸国全てを合わせ
たよりも多くの熱帯材丸太を輸出している。25 
2010 年、サラワク州の木材は、世界の熱帯材
丸太の輸出量の 25％、また世界の製材輸出量
の 15％を占め、さらに原産国からの熱帯材合
板輸出総量の約半分を占めている。26 これらす
べてが、世界全体では 0.5％にしか満たない森
林地域から産出されているのである。27 その結
果は、環境・社会・ガバナンスにおける破壊
的状況である。サラワク州には現在、原生林
は 5％以下しか残っておらず、28 生活を森林や
土地に依存する先住民コミュニティ 29 は、周
縁化されてしまっている。30

外部に漏洩したサラワク州政府が委託した最
近の調査は、ある地域のプナン人という先住民
族コミュニティにとっての森林の価値は、一
家庭の収入の 75％ 31 にあたると推定している。
さらに、伐採の影響によって深刻な食糧安全

高リスク地域の 
高リスクセクター

ボルネオ
サラワク

サバブルネイ

インドネシア

マレーシア

サラワク州のマレーシア内の位置

アブドゥル・タイブ・マフムッ
ド氏：州主席大臣、資源計画
環境省大臣、財務省大臣

「 主 要 な 上 場 企 業 株 は
タイブ州主席大臣とそ
の取引相手に結び付く、
ほとんどは植林会社や
建設会社である多くの
企 業 を 含 ん で い る …. 
投資家の信頼は、これ
らの株の政治的支援を
反映して非常に高い。」

オックスフォード・ビ
ジネス・グループ「サ
ラワク 2011」、サラワ
ク州政府委託報告書よ
り



7

グローバル・ウィットネス : さぁ、森のない未来へ

保障問題が起こっており、子供の 31％が栄養
不足であり、12％は深刻な栄養不足の状態に
あるという。32 マレーシア弁護士会を含む各団
体の国際連合によれば、性的暴力及び先住民
の女性や子供に対する搾取とこの地域の伐採
産業との関連が指摘されている。33 こうした懸
念をサラワク州政府は繰り返し無視してきて
おり、土地開発大臣のジェームス・マシン氏は、
これらの性行為の多くが「同意のもと行われ
ており」「（プナン人は）気分によって…話を
変えている。だからプナン人は作り話がうま
いと私は言うのだ。」と発言している。34

サラワクにおける先住民グループの先祖の土
地への先住慣習権（NCR）はサラワク土地法
に組み込まれており、マレーシア憲法によっ
て保護されている。さらにこれらの権利は一
連の最高裁判所の判決により確認されており、
国際人権関連法の基準に沿ったものである。35 
それにも関わらず、政府は NCR として主張さ
れている土地を含め、サラワク州ほぼ全土に
伐採・植林ライセンスを発行しており、36 同時
にコミュニティの NCR 対象地の地図への反映、
公的認知、官報での告知を実現させようとす
る試みを阻止している。37 その結果は、時とし
て生死に関わる広範囲に渡る環境破壊と社会
紛争である。38 州政府がライセンスを発行する
前に NCR に関する主張について確認する十分
な努力をしていないことから、39 サラワク州に
おいては州政府の発行する伐採権とアブラヤ
シ農地のリースすべての合法性に疑問が存在
しており、同州で産出される木材についても
またしかりである。

森林破壊を援助
HSBC 社の金融サービスは、サラワクの伐採・
植林大企業がほとんどの場合違法伐採スキャ
ンダルがらみである破壊的なビジネスモデル
を開拓し、究極的にはそれを世界中の熱帯林
地域に拡大する援助をしてきた。40 HSBC 社
はその援助を通して世界の森林及び先住民コ
ミュニティに壊滅的な影響を及ぼしてきたこ
とになる。

グローバルウィットネスが本報告書のために
HSBC 社の過去又は現在の顧客であるサラワク
企業を調査、分析した結果、現在世界 12 カ国
で 1,800 万ヘクタールの伐採地において森林
伐採や植林地への転換を行っていることが分
かった。この面積はノルウェーの国土の約 3
倍にあたる。41 このような拡大と破壊的な影響
は、HSBC 社が提供するような、国際的金融サー
ビスへのアクセスと会社の評判を向上させる
効果によって可能となったのである。

HSBC 社のリソースとコミットメントを鑑みれ
ば、同社のデュー・ディリジェンスのプロセ
スは、サラワク州の伐採セクターの組織的リ

スクについて警告を発し、公的要人を特定し、
HSBC 社を本報告書に記載する事業や影響に結
びつける高リスクな繋がりを終了させること
のできる強固なものであるべきである。グロー
バル・ウィットネスは HSBC 社がこのセクター
への支援を続けることは、同社のチェックが
不十分であるか、調査結果に対してアクショ
ンを取っていないことを意味すると考える。

HSBC 社はグローバル・ウィットネスに対し、
「機密事項である」という理由を挙げ、サラワ

ク企業との特定の商業関係について認めるこ
とも否定することも拒否した。自らの森林方
針に関して HSBC 社は、「自らの方針とその強
固な実施を推進している。セクター方針はす
べて定期的に見直しをしている。これは NGO
と建設的な関わりを持った結果そうなること
も多い。」としている。さらに同社は、「方針
に準拠しない既存の顧客については契約義務
のもと許されるようになり次第、関係を終了
させる」つもりであるともしている。42　

グローバル・ウィットネスが挙げたマネー・
ロ ー ン ダ リ ン グ 防 止 へ の 懸 念 に 関 し て は、
HSBC 社は「すべての管轄地域において、すべ
ての公的要人に対し、厳格な [ 自らの顧客を知
る ] プログラムと、強化したデュー・ディリジェ
ンスのチェック」を実施しており、「企業内に
公的要人の関与があるということ自体は商業
関係を終了させるに十分な根拠ではない」と
述べている。43

サラワク州の伐採により劣化
した森林とブルネイの手付か
ずの森林の比較

ブルネイ

サラワク
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HSBC社の自主的な企業コミットメント一覧

国際基準など 主要コミットメント事項
国連環境計画・金融イニシアテ
ィブ	
（1997年成立）44

HSBC社は環境マネジメントにおける予防的アプローチを支
持し、環境破壊の可能性を想定し防止するために努力する。
HSBC社は類似の高い環境基準を遵守するパートナーと事業
関係を形成することを目指す。内部の環境関連のレビューを
行い環境基準に沿って活動を評価する必要性を認識する。

国連グローバル・コンパクト	
（2000年設立）45

HSBC社は企業会員となっており、同社の役員であるマーク・
ムーディー・スチュアート卿は共同副会長を続けている。会
員はあらゆる形の汚職と闘い、環境課題への予防的アプロ
ーチを支持し、より強力な環境責任を推進し、さらに人権や
先住民の権利を尊重することを誓約している。

ウォルフスバーグ・グループ	
（2000年設立）46

HSBC社は国際デュー・ディリジェンス、顧客熟知、汚職防止
措置に関する基準やガイダンスを開発するこの銀行グループ
の設立メンバーである。しかしながら、ウォルフスバーグ・グ
ループは会員企業が実際にガイダンスを実施しているか否
かを確認する手段を持っていない。

赤道原則	
（2003年署名）47

赤道原則はプロジェクトが社会的に責任ある方法で開発さ
れ、健全な環境経営プラクティスを反映していることを確実
にすることを目的としている。プロジェクトの影響を受ける
生態系やコミュニティへの悪影響は可能な場合避けなけれ
ばならず、影響が避けられない場合には適切に縮小、代償お
よび（又は）補償をしなければならない。

HSBC社の森林地および森林製
品セクター方針	
（2004年導入、2008年改訂）48

森林セクターの顧客は自らの事業の70％が、合法で持続可
能であると森林協議会（FSC）または類似の制度による認証
を達成できることが信頼できる途中過程になければならな
い。顧客は伐採に関するすべての地方または国の法律に従
い、保護価値の高い森林地域では操業を行ってはならない。
またHSBC社は泥炭地の開発には慎重なアプローチを取る。

「我々の基礎となる事業は、企業界に貸付を提供することである。これは、我々が経験か
ら学んだということを意味している。またそれは、金銭は正しい目的のために使用され
るべきであるということを学ぶ旅であり、よって我々は赤道原則に参加している。もし
正直になってブランドの話をするのであれば、ある意味それは当初は我々にトラブルを
招いたとも言える。なぜなら、そうすることは、貴社は赤道原則に参加していると言うが、
次のようなことをしている外モンゴルの顧客についてはどうなのですか… というような
ことを言いたくてたまらない外部の注目を集めるからである。」

「もし企業が利益を出さないとしたら…持続可能なコミュニティ活動には実際には参画で
きないことになる…正当な利益を出すことには何の問題もない。正当な利益なしには、
実際に世界でためになることはできないからである。」

HSBC マレーシア社長、アイリーン・ドーナー（2007 － 2009） 
2008 年の企業の社会的責任についての講演より 49

冗 談？ HSBC 社 の 宣 伝 す る
WWF とのパートナーシップ
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顧客確認？ HSBC 社と 
サムリン・グローバル社

HSBC 社と悪名高きサラワクの巨大伐採企業
サムリン社との商業関係は、サムリン社の原
点にまで遡ることができる。登記簿謄本によ
れば、1979 年以来、HSBC 社はサムリンの子
会社である大手伐採会社二社に対して、この
二社にとっての最初の融資を提供している。
2001 年までには、HSBC 社は 8800 万米ドルに
のぼる額を融資しサムリン社を成長させてお
り、それによりサムリン社はサラワクにおけ
る伐採事業を開始・拡大している。50

2007 年には、HSBC 社はクレディ・スイス社
やマッコーリー社とともに、サムリン・グロー
バル社を香港株式市場に上場させた。グローバ
ル・ウィットネスを含む多くの NGO が、HSBC
社を同社の森林方針と、同社が公にしている進
歩的なコミットメントに反しているとして批
判した。51 NGO は中でも、マレーシア、52 カ
ンボジア、53 パプア・ニューギニア 54 を含む
各国における違法伐採・熱帯雨林の原生林の破
壊・先住民の権利の侵害についての同社の悪質
な事業を重く受け止めた。

楽観主義の口裏合わせ
HSBC 社はサムリン社側に立ち、サムリン社は

「持続可能な林業に引き続きコミットしてお
り、可能な限りの地域において認証取得を推
進すると [HSBC 社に対して ] 約束した」とし
ている。55　しかし、サムリン社の株式市場上
場と同年に、ガイアナの同社の子会社である
バラマ社は、37 万 8,000 ヘクタールの伐採地
に関して森林経営計画を提出せず、環境影響
評価を行わない大規模伐採を開始し、労働者
の基本的な安全衛生規定を守らず、深刻な汚
染や土壌侵食を引き起こしたことから、その
FSC 認証を取り下げられている。56 さらに、バ

ラマ社は違法伐採を行いガイアナ政府に丸太
の伐採を申告しなかったとして 47 万 4,000 米
ドルの罰金を課されている。57　

サムリン社は、長期化している地元コミュニ
ティとの衝突のため、FSC よりも脆弱な制度で
あるマレーシア木材認証協議会（MTCC）の認
証すら維持することができなかった。58 2010
年、ノルウェー倫理委員会による調査は、国
立公園内での伐採を含む、サムリン社のサラ
ワク事業における広範囲にわたる違法性を独
自に確認している。59 2011 年にはサムリン社
の兄弟会社であるコンコード・パシフィック
社が、パプアニューギニアの裁判所から、同
社により違法に破壊された共有林を持つコ
ミュニティに対し、1 億米ドルを支払うよう命
じられている。コンコード社は大規模違法伐
採を行うために道路開発プロジェクトを装っ
て伐採を行っていた。60 その 1 年後には、サ
ムリン社に関連する企業が、紛争からの復興
中であるリベリアにおいて現地コミュニティ
から森林を騙し取るための秘密取引に関与し

楽観主義の謀略
あまりにも楽観的であ
るため、ありそうもな
い、あるいは不可能で
あると暗黙の内に理解
されるような合意を、
多くの場合故意に、関
係者の間で結ぶこと。

サ ム リ ン 社 の 兄 弟 会 社 コ ン
コード・パシフィックはパプ
アニューギニアでの違法伐採
を道路開発プロジェクトと称
して行っていた。

©
 G

reen
p

eace / Jo
e S

ab
b

ath
©

 G
lo

b
al

 W
it

n
es

s



グローバル・ウィットネス : さぁ、森のない未来へ

10

ていたことが、グローバル・ウィットネスの
調査により明らかになっている。61

サムリン社を３年間擁護・支援した後、HSBC
社は 2010 年に同社との取引を停止しているよ
うである。62 しかし、すでにダメージは起きて
おり、サムリン社の企業価値は 2007 年度末ま
でに倍増、63 同社の事業利益は 1000 % 以上増
加し、64  21.8 億香港ドルにのぼる資本金を株
式発行により獲得した。65 サムリン社はこれに
より自社の事業を世界的に拡大し、66 HSBC 社
とそのパートナー企業は同社の上場に際して
1830 万米ドルの手数料を受け取ったと推測さ
れている。67

HSBC 社は、同社のサムリン社への支援に関す
るグローバル・ウィットネスの申立には応答
しなかったものの、グローバル・ウィットネ

スに対して次のように言っている：「排除より
も関係維持が責任ある銀行としての正しいア
プローチだと考えている。よって我々の方針
に将来的に準拠しようとしていると信頼がお
ける顧客を支援する。それにより、HSBC 社が
単に顧客との関係を終了させ、企業が持続可
能な事業に向けて努力する動機を減少させる
場合より、持続可能な発展により貢献できる
と考えている。」HSBC 社はまた、「しかしなが
ら、与えられた期限内に準拠できない企業と
は関係を終了させる」としている。同社はま
た、グローバル・ウィットネスに対し、「2009
年以来、HSBC 社は社の方針に準拠しようとし
て信頼のおける措置を取っていない既存の顧
客との関係を終了させてきた、または終了さ
せる過程にある。」と発言している。68

グローバル・ウィットネスが
2007 年に行った、HSBC 社の
サムリン社への支援を批判す
るキャンペーン

マ レ ー シ ア の 登 記 所 か ら 入
手 し た サ ム リ ン 社 の 最 初 の
HSBC 社からの商業ローンの
記録

（ 右 写 真 下 の キ ャ プ シ ョ ン 
和訳）

ある国では環境意識の高い銀
行として宣伝。別の国では森
林伐採を援助。これは単に考
え 方 の 違 い で あ る。HKBS：
国際混乱銀行
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HSBC 社の顧客リスト

HSBC 社は林業セクターにおける環境上・社会
上の責任を取っているというイメージを構築
する一方、森林破壊やコミュニティ紛争に直
接関与している企業に融資を行っている。こ
の二面性のあからさまな例の一つに、HSBC 社
のシンヤングループに対する融資と金融サー
ビスがある。

シンヤン社は豪族である Ling 一族により管理
されており、69 この一族は過去 30 年間にわた
り、自らの木材輸送事業を多様化し、伐採、
木材加工、植林、建設、運搬事業を導入して
いる。70 

シンヤン社の伐採子会社はどれも持続可能と
して独立認証された伐採地を持っておらず、71 
シンヤン社が違法行為に関与したことを示す
証拠が存在している。シンヤン社の林業事業
は、先住民の土地の権利の侵害や影響の評価に
おける「ひどい欠点」について、連邦政府の人
権委員会（SUHAKAM）による警告を受けてい
る。同社の影響評価はコミュニティの位置が地
区事務所で確認できるにも関わらず、植林地の
先住民ミュニティの存在を否定している。72

グローバル・ウィットネスがブラガ地方におけ
るシンヤン社の事業を調査したところ、同社の
子会社が現在、サラワク州に残る最後の原生林
地域の一つで伐採、皆伐、そしてアブラヤシの

植林を行っていることがわかった。この地域
には、サラワク当局が国立公園として正式に
指定を提案した区域が含まれており、73 この区
域には複数組織の行う主要保護イニシアチブ、

「ハート・オブ・ボルネオ」が存在している。

2012 年 2 月の時点では、この国立公園予定地
の 13 万 5,000 ヘクタールのうち、伐採されて
いないのは 10％以下となっており、74 衛星画
像の分析により、この伐採地域は 2005 年から
2010 年の間にボルネオ島で失われた、切れ目
のない手付かずの原生林としては最大規模の
ものだったことが分かっている。75 

HSBC社の融資額 3,363万米ドル

HSBC社が得た利子
推定額

3,748万米ドル

汚職リスク/公的要
人

•	 前サラワク林業局ディレクター、Leo Chai氏は、シンヤン社の主要子会
社の株の5％を保有している。

•	 シンヤン社は選挙の間、州主席大臣タイブ氏の連立政権に投票するよ
うコミュニティに賄賂を贈ったと言われている。

環境関連情報 •	 サラワク州または海外において、 FSCまたはそれに相当する認証を受
けている事業は0％。

•	 今現在、国立公園指定地域内にある熱帯雨林の原生林を集中伐採・
森林開拓している。これには違法伐採と（先住民の）先祖の墓のある
場所の冒とく行為を含む。

•	 環境影響評価プロセスの不履行。 

社会関連情報 •	 先住民の土地の権利の侵害。

•	 現地コミュニティや従業員に対する武装ギャングを利用した威嚇や暴
力。

顧客：シンヤングループ

シ ン ヤ ン 社 の 管 理 役 員 Ling 
Chiong Ho 氏のミリにある邸
宅。
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LPF/0018 産
業植林及び
アブラヤシ
植林（青） デタラン・セ

ピンのアブ
ラヤシ植林

ダナム・リナウ
国立公園指定

区域（緑）T/3342伐
採地（赤）

国境ぎりぎりまでの伐採 (2°35’10N 115°6’35E)

伐採予定地になっている手つかずの森林 (2°35’15N 115°10’41E)

制限地点を超えて広がる伐採 (2°32’17N 115°07’00E)

シンヤン社のブラガ地方での
破壊的行為

インドネシア、
カリマンタン

マレーシア、
サラワク

1キロのバ 
ファーゾーン外

1キロのバファーゾ
ーンにおける国境
ぎりぎりまでの集

中伐採

シンヤン社は「ダナム・リナ
ウ国立公園」予定地として指
定を受けた区域において、先
住民族であるプナン族の先祖
の墓地を破壊している。

ボルネオ
サラワク

サバブルネイ

インドネシア

マレーシア
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グローバル・ウィットネス : さぁ、森のない未来へ

グローバル・ウィットネスは、シンヤン社が
アブラヤシの植林開発の過程において、違法
な河岸での伐採を行い、先住コミュニティの
先祖の墓をブルドーザーで荒らしていった様
子を記録している。グローバル・ウィットネ
スの入手した、河川のより上流におけるシン
ヤン社の伐採事業を写した衛星画像では、集
中的で非常に破壊的な原生林の伐採が行われ
ており、これには急峻な坂や、インドネシア
との国境から数メートル以内のぎりぎりの地
域での違法伐採が含まれている。これは、国
境から 1 キロはバファーゾーンとして残す、
というサラワク州の規制上の慣例に違反して
いる。76

保護地域への正式指定を提案した後、当該地
域に関して官報で告知することを長く怠る、
という行為は、最近マレーシアの監査長官に
より警告を受けている。77 指定を提案された
これらの保護地域における伐採は、多くの報
告書に記載されており、78 ノルウェー倫理委員
会が 2010 年に出した報告書 79 や国際熱帯木材
機関（ITTO）が 1990 年に出した報告書 80 もそ
れに含まれる。ダナム・リナウ国立公園指定
地域で伐採を行ったシンヤンの子会社は、Leo 
Chai 氏が株を 5％保有しており、同氏は前サ
ラワク林業局長として公的要人とみなされて
いる。ダナム・リナウ国立公園は、氏の就任
中に指定が提案されていた可能性が高い。81

シンヤン社の元従業員や同社の事業により影
響を受けたコミュニティを含め、複数の独立
情報提供者が、シンヤン社が行った様々な不
正についてグローバル・ウィットネスに証言
をしている。その中でグローバル・ウィット
ネスは、シンヤン社の管理職が選挙の際にタ
イブ州主席大臣の連立政権に投票するよう、
現地コミュニティに対して日常的に賄賂を贈
り、威嚇していたことを聞いた。82 またシンヤ
ン社のもと従業員はグローバル・ウィットネ
スに対し、「武装ギャング」が社の事業に反対
する声をあげたと思われる同社の従業員に暴
力をふるったことを明かにしている。83 ある村
人がグローバル・ウィットネスに明かにした
ところによれば伐採について同社の管理職に
コミュニティが苦情を申し立てたところ、「武
装ギャング」が村にやってきて家畜を撃った
という。84 

2004 年、森林方針の設立から 5 ヵ月後、HSBC
社は Ling 一族の主要投資企業に 360 万米ドル
の融資を提供している。85 この会社は本ケース
スタディで、違法で非持続可能な行為を行って
いるとして記録した子会社すべての主要投資者
となっている。HSBC 社とシンヤングループの
間の密接な関係は、HSBC 社がシンヤン・シッ
ピング・コーポレーション Bhd という、新た
に上場した輸送会社への金融サービスを提供し
ていることでも証明されている。この会社はサ
ラワクから国際市場へ木材を輸送しており、86 
HSBC 社を「主要取引銀行」としている。87

ビ ン ト ゥ ル に あ る シ ン ヤ ン
社 の 合 板 工 場。 ダ ナ ム 盆 地
からの丸太を製材している。
こ の 工 場 は 最 初 の 商 業 融 資
を HSBC 社 か ら 受 け て お り、
1997 年からその額は 2200 万
米ドルにのぼっている。88

©
 G

lo
b

al
 W

it
n

es
s



グローバル・ウィットネス : さぁ、森のない未来へ

14

HSBC社の融資額 2,557万米ドル

HSBC社が得た利子
推定額

910万米ドル

汚職リスク/公的要
人

•	 SOPBの役員には、副主席大臣の Alfred Jabu Numpang 氏の息子であ
る Gerald Rentap Jabu  氏89がいる。Numpang 氏は州の投資機関で
あるPELITA 90 の副会長であり、PELITAはSOPBの最大の株主である。91  
さらに同氏は農村開発省大臣でもある。92

環境関連情報 •	 持続可能なパーム油のための円卓会議（RSPO）の認証を受けていな
い。

•	 「世界的に貴重な」保護価値の高い泥炭地をアブラヤシ植林のために
伐採。この地域にはマレーシア当局が国立公園として提案している地
域を含む。

社会関連情報 •	 先住民の権利の侵害

泥炭林の地下炭素貯蔵は、地上のどんな生態
系をも顕著に上回っている。93 よって泥炭林の
撹乱は気候変動問題の悪化という点で特に問
題となる。衛星画像の分析によれば、2005 年
から 2010 年の間にアブラヤシ植林を目的とし
た猛烈な森林伐採が拡大したために、サラワ
クの泥炭林の 33％、森林被覆面積としては全
体の 10％が失われてしまっている。94 

HSBC 社は、自らの森林地および森林製品セ
クター方針の中で、泥炭地への植林の影響に
ついて認めており、HSBC 社が理事を務める
RSPO もまた、アブラヤシ植林のために泥炭地
を広域に伐採することは避けるべきだと発言
している。95 

そ れ に も 関 わ ら ず、HSBC 社 の 顧 客 で あ る
SOPB 社は、過去 5 年にわたり「世界的に貴重な」
泥炭地を伐採、干拓し、アブラヤシを植林して
きた。96 こうした泥炭地は最も深い地点では地
下 12 メートルにも及んでおり、4500 年という

年月をかけて形成されたものである。97 衛星画
像を見れば、2003 年というつい最近まで、こ
の地域の多くが手付かずまたはほぼ人の手が
入っていない状態であったことがわかる。98 サ
ラワク州、マレーシア連邦政府ともに、この地
域を保護価値が高いと考えており、そのうち約
1,400 ヘクタールがマド・ボルケーノ国立公園
として提案された地域に含まれていた。99 同国
立公園は絶滅の危機に瀕するラミンが何千本
と生息していた地であり、マレーシア政府はワ
シントン条約への 2008 年の報告において、保
護地区及び保護貯水池としてこの地域に触れ
ている。100 　

衛星画像によれば、ほぼすべてのアブラヤシ
植林対象の伐採地が 2005 年から 2009 年の間
に伐採・干拓されており、これには国立公園
指定が提案されていた地域を含んでいる。グ
ローバル・ウィットネスの調査と衛星画像の
分析の結果、残りの伐採地もその後伐採され、

顧客：サラワク・オイル・パーム Bhd （SOPB）

SOPB 社のアブラヤシ植林（黄
色の境界線）内の最近の森林
破壊（ピンクの地域）を示す
衛生画像。植林地はマド・ボ
ルケーノ国立公園（緑色の境
界線）地域と重なっている。

マド・ボルケーノ
国立公園指定地域

（緑）

2005 2009

SOPB社のアブ
ラヤシ植林

ボルネオ
サラワク

サバブルネイ

インドネシア

マレーシア
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グローバル・ウィットネス : さぁ、森のない未来へ

植林が行われている最中であることが確認さ
れた。101 この伐採地は、2007 年まで HSBC 社
の別の顧客であるシンヤン社によって保有さ
れており、その後 SOPB 社の保有に移っている
が、102 シンヤン社は SOPB 社の主要株主であ
る。そして SOPB 社の「主要取引銀行」とし
て、2002 年から 2011 年まで、HSBC 社が記載
されている。103 SOPB 社の企業記録によれば、
HSBC 社は 2003 年に、同社に計 2,560 万米ド
ルの貸付を提供しており、それによる利子が
910 万米ドル発生したと推測されている。

植林地はまた、現地コミュニティがサラワク
州土地法のもと、先祖から受け継いだ土地へ
の先住慣習権 (NCR) が及ぶと主張する地域と
重なっている。これらのコミュニティは伐採・
干拓・アブラヤシ植林のための土地のリース
が、彼らへの相談や事前の情報に基づく同意
なしに発行され、コミュニティの所有物や土
地への損害に対しても何の補償も支払われて
いないと主張している。これらコミュニティ
による当局への苦情申立は未解決のままであ
る。2012 年、影響を受けた二つのコミュニティ
がリース保有者とサラワク州政府を相手に民
事裁判を起こしている。104 

RSPO の執行理事であることに加え、HSBC 社
は自らの森林方針において、泥炭地の開発に
関わっている顧客については「慎重なアプロー
チ」を取るとし、「新たな RSPO のもと認証を
取得しようとする顧客を優先する」としてい
る。105 それにも関わらず同社は、世界で最も
深い泥炭地のうちの数箇所において森林伐採

を行い、認証を受けようともしておらず、ま
たその可能性もない会社の「主要取引銀行」
になっているのである。グローバル・ウィッ
トネスが委託した調査結果によれば、伐採・
干拓前の泥炭地には多くて 3800 万トンの二酸
化炭素が貯蔵されていたことがわかっている。
これは香港の年間炭素排出量に相当する。106 
まず 200 万トンが伐採そのものにより放出さ
れた後、さらにアブラヤシ植林のための干拓
により大量の二酸化炭素が大気中に放出され
続けることになる。

SOPB 社 の 植 林 地 に お け る 
最近の皆伐採

「泥炭地における商業活
動は、現地の生物多様
性及びコミュニティに
悪影響を及ぼすだけで
なく、泥炭地に大量に
貯 蔵 さ れ る 二 酸 化 炭
素のため、気候変動に
も広範囲に影響を及ぼ
す。よって当社はこの
サブ・セクターにおけ
る事業提案には慎重な
アプローチを取ってい
る。」

HSBC 社森林方針より

SOPB 社のアブラヤシ植林の
航空写真
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HSBC社の融資額 3,869万米ドル

HSBC社が得た利子
推定額

2,026万米ドル

汚職リスク/公的要
人

•	 タイブ氏の二人の娘、Jamilah とHanifah Taib両氏の所有する投資持
株会社はWTKの株を大量に保有している。107 

•	 タイブ氏の弟Tufail 氏は、WTKの主要伐採子会社の役員となっている。108 

環境関連情報 •	 FSCまたはそれに相当する認証は、サラワク州内または海外でも0％。

•	 2010年に破壊的で恐らく違法な伐採を行い、一連の巨大土砂崩れを
引き起こし、丸太が川に詰まる生態学的大災害の原因を作った責任が
ある。

社会関連情報 •	 事業エリアにおいて現地コミュニティと係争中である。109

2010 年 10 月、一連の大規模な土砂崩れのため、
おびただしい数の丸太や木材のがれき類がサ
ラワク最大の河川であるラジャン川に流れ込
み、川が 50 キロ以上にわたり完全に封鎖され
た。110 政府大臣が「生態学的災害」と呼んだ
この「丸太詰まり」により、二名が死亡、漁
業資源は破壊され、水源の著しい汚染が報告
されている。111 著名な大臣を含む多くの関係
者が、この災害を上流における管理されてい
ない伐採（特に土地侵食を防ぐことを目的と
する伐採規則への違反）によるものとしてい
る。112 一方で、州の林業管理責任担当局はこ
れを否定、豪雨により引き起こされた自然災
害だと主張している。113 この主張を援護する
ため、サラワク林業公社は伐採の行われてい
ない場所といる場所の両方で土砂崩れを起こ

したと見られる地域の 3D 画像のサンプルを公
開した。114 

グローバル・ウィットネスは土砂崩れの原因
を特定するためにこのサンプルを使用し、丸
太詰まりが起きた時点の高解像度の画像を入
手した。その結果は林業当局の主張とは矛盾
しており、明らかに圧倒的多数の土砂崩れは、
WTK グループの子会社であるインターグロー
バル・エンパイア社に対して発行された伐採
権 T/3476 の対象地区で起こったことを証明
している。115 土砂崩れのほとんどは、WTK が
急峻な坂をまたがって伐採道路を建設し、道
路の脇まで大幅に伐採を行い、さらにその伐
採が河川まで続いていたところから始まって
いる。

ラジャン川の「丸太詰まり」。
2010 年 10 月、サラワク州に
おいて。

顧客：WTKホールディングス Bhd
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サラワク州政府は丸太詰まりが引き起こした
災害についての調査結果を発表していない。グ
ローバル・ウィットネスは、WTK が違法伐採
を行っており、それが災害の原因であると考
えている。この見解はサラワク州土地開発省
大臣と前州森林局上級職員の行った、丸太詰
まりの原因についての説明と一致している。116 

HSBC 社は 2011 年の WTK ホールディングス
Bhd 社の年次報告書に「主要取引銀行」とし
て記載されており、117 WTK の木材事業に 1990
年から約 4,000 万米ドル近い融資を提供してい
る。118 タイブ州主席大臣の二人の娘が所有す
る Majaharta Sdn Bhd は WTK ホールディング
ス Bhd 社の大株主としてその年次報告書に公
開されている。119 

WTK は持続可能性の独立認証を受けた林業事
業を持たず、120 T/3476 における同社の事業の
衛星画像では、同社が「ハート・オブ・ボルネオ」
プロジェクト内の、サラワク州に最後に残る

原生林の一つで伐採を行っていることがわか
る。よって HSBC 社は自社の森林方針に違反し
て WTK との商業関係を維持し続けていること
になる。

WTK グループはブラジルやパプア・ニューギ
ニアを含む海外に拡大しており、類似の破壊
的な事業を展開している。当時 WTK の子会社
であったアマプラック社は、1990 年代に違法
丸太の加工でブラジル環境庁 (IBAMA) により
罰金を課された上位 10 社の一つであった。121 
WTK のパプア・ニューギニアにおける事業の
審査では、伐採事業に関する規則への「準拠
の欠如」が見つかっており、労働基本権が侵
害され、労働者のための安全衛生手続きがまっ
たく存在していないことに関する深刻な懸念
が強調されている。122 コミュニティ開発局は
また、WTK の伐採事業による多くの社会・環
境上の影響をリストアップし、特に女性とそ
の家族への影響が挙げられている。123

土砂崩れを引き起こした、広
範 囲 に わ た る 伐 採 (1°20’04N 
113°40’37E)

ボルネオ

サラワク

サバブルネイ

インドネシア

マレーシア
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バル・エンパイ

ア社への伐採権
T/3476

伐採地外
伐採なし

マレーシア
サラワク州

インドネシア
カリマンタン

メラタイ川
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HSBC社の融資額 1,765万米ドル

HSBC社が得た利子
推定額

531万米ドル

汚職リスク/公的要
人

•	 タイブ州主席大臣のいとこであるAbdul Hamid Sepawi 氏は、タアン
社の会長であり株の35％を保有している。124 

環境関連情報 •	 FSCまたはそれに相当する認証は、サラワク州内または海外でも0％。

•	 「ハート・オブ・ボルネオ」プロジェクト地におけるオランウータンの生
息地で伐採を行っている。125

HSBC 社は、絶滅の可能性が極めて高いオラン
ウータンの生息地である熱帯雨林を皆伐して
いるタアン社の子会社に対し、1993 年から合
計 1,500 万米ドルの融資を提供している。126 最
も最近の融資は 2004 年 11 月の 610 万米ドル
で、こうした事業を排除することを目的とした
HSBC 社の森林方針が導入された後である。127 
グローバル・ウィットネスは HSBC 社がこの融
資により得た利子は 93 万 2,000 米ドルにのぼ
ると推測している。

タアン社の 2011 年の年次報告書には、HSBC
社が「主要取引銀行」として引き続き記載され
ているが、HSBC 社の森林方針には、2009 年
までに同社の顧客は自らの事業の 70％が森林
協議会（FSC）またはそれに相当する基準のも
と認証を受けていなければならないとされて
いる。タアン社のサラワク州における事業で
FSC またはそれに相当する基準のもと認証を受

けているものはなく、同社はサラワク州の伐
採地において完全に独立した機関による合法
性の証明を受けられずにいる。128 ほとんどの
タアン社の伐採地は、同社が皆伐用に受けた
ライセンス対象地と重なっているため、持続
可能認証を受けることは不可能であると思わ
れる。129 タアン社はオーストラリアのタスマ
ニア州に子会社を持っており、FSC より脆弱で
ある PEFC 基準の認証を受けている。しかしこ
の子会社自体が、タスマニアの原生林地域で
伐採を行っており、130 議論をかもし出してい
る。オーストラリア政府はタスマニアの原生
林は世界遺産基準に達すると考えている。131

タアン社は HSBC 社の森林方針にある基準に準
拠しておらず、年次報告書には自らの事業と
HSBC 社の基準との間にギャップがあると述べ
ている。132 それにも関わらずこの会社は「HSBC
社の森林方針」証明書を持っていると宣伝し

顧客：タアン ホールディングス Bhd

マレーシアの登記所から入手
した HSBC 社のタアン社への
2004 年の融資記録
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続けている。133 このことは、HSBC 社の顧客が
得る利益は、財政面だけでなく評判面にも及
んでいることを証明している。この場合、破
壊的伐採に関与している会社が、国際的な大
銀行の名前を使って自らの活動を持続可能な
ものだとして宣伝していることになる。

タアン社は、グローバル・ウィットネスに対し、
「2008 年 1 月に発行された環境・社会上の悪

影響を最小化し事業の持続可能性を確実にす
ることを目的とした HSBC 社の森林方針への
完全準拠の達成をめざし、同社と密接な協力」
をしていると述べた。134 

タアン社の会長であり最大の株主である Abdul 
Hamed Sepawi 氏 は 公 的 要 人 で あ る。 氏 は、
サラワク州で汚職に関与していると言われて
いる州主席大臣タイブ・マフムッド氏のいと
こである。タイブ氏はまた、利益の多い伐採
及び植林のライセンスをタアン社に授与する
政府担当省の大臣でもある。タアン社はまた、
タイブ氏の統括するその他の政府機関との密
接な関係からも利便を得ている。例として投

資機関 PELITA があり、PELITA はタアン社との
「共同事業」として 7 万 7,000 ヘクタール近い

植林事業の開発を支援している。135 タアン社
は、儲けの多いライセンスを発行してもらっ
た見返りに州主席大臣タイブ氏に違法なオフ
ショア支払を行った多くの会社のうちの一社
である、ということを、政府の上級職員がグ
ローバル・ウィットネスに明かにしている。
タアン 社はグローバル・ウィットネスに対し、
以下のように述べている。「伐採ライセンスや
土地のリースをサラワク州政府から得るため
に賄賂を使ってはおらず、また違法な取引に
関与もしていない。タアン 社はこうした根拠
のない申立を拒否する。」136

グローバル・ウィットネスの最近の調査では、
Sepawi 氏の伐採の対象はリベリアに拡大して
おり、彼が 60％の出資をしている会社がリベ
リアの土地所有者達から土地を騙し取るため
の秘密の取引に関与していることがわかって
いる。リベリアは最近の紛争から回復しよう
とあえいでいる国である。137

オ ッ ク ス フ ォ ー ド・ ビ ジ ネ
ス・グループの投資資料「The 
Report, 2011」に記載された
タアン社の持続可能性に関す
る宣伝広告
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結論

本報告書は商業金融が破壊的な森林事業を促
進する全体像の一部を記録したものである。
サラワク州の悪質な伐採会社は森林と人々の
生活を破壊しているが、こうした会社は利権
のシェアを得るためにはそうした事業を喜ん
で促進し、正当化する銀行、弁護士、ロビイ
スト、PR 会社などからの同様に悪質な支援な
しには事業を行うことはできないだろう。

HSBC 社だけではない。この調査の過程でグ
ローバル・ウィットネスは、華僑銀行（OCBC）、
シティグループ、スタンダードチャータード
銀行を含むその他の国際銀行とサラワクの伐
採会社との間の金融上の繋がりを記録してい
る。138 HSBC 社の森林方針はほとんどの銀行の
ものより進んでいるが、HSBC 社は自らの約束
を守ることがなかなかできずにいる。

自主的指針に署名をすることは、当事者であ
る HSBC 社だけでなく、世界的に製品を販売し
ようとしているその顧客にとっても評判の向
上をもたらした。HSBC 社は、実態は全くの逆
であり最悪の記録を持つこれらの顧客がする
曖昧な改善の約束を、あまりに簡単に受け入
れているように見える。

木材事業で大金を手に入れたサラワクの伐採
会社は、今度はこの破壊的な事業を世界に残
る他の多くの森林へと拡大してきている。彼
らはそうした森林で現地の環境、法律や規則、
森林に依存するコミュニティの権利を同じよ
うに軽視している。

世界に 20％残る手付かずの森林を守るための
時間はなくなってきている。熱帯雨林におけ

る産業伐採は生態学的にも経済的にも持続可
能であることは不可能だと示す証拠は多く集
まってきている。139  つまり、連続収穫により
壊れやすい生態系が急速に劣化し、天然木や
保全の商業価値が低いと見なされて、最終的
には開拓され植林地へと転換されてしまう。

コミュニティにとっても、健全な森林が提供
する現地や世界の貴重な生態系機能にとって
も、悪質な伐採事業の影響は悲惨かつ取り返
しがつかないものである。サラワク州におい
ては、HSBC 社の残した負の遺産は絶大である。
サラワクのパイオニア的産業伐採会社による、
30 年間にわたる「持続可能な森林経営」は、
同州の手付かずの森林を残りわずか 5％以下に
してしまい、先住民コミュニティから生活手
段を奪い、ボルネオ独特の生物多様性を破壊
してしまった。

世界第三位の巨大銀行として、HSBC 社は汚職
の助長や重度に破壊的な会社との取引を行わ
ないことを確実にするリソースとノウハウを
持っている。この汚職と破壊的事業で悪名高
い業界への同社のサービス提供は、HSBC 社が
守ると主張している自主的・法的基準へのコ
ミットメントへの重大な疑念を抱かせる。

HSBC 社の森林方針が現在そうなりつつあるよ
うに空虚な願望であり続ける限り、同社の顧
客だけでなく他銀行にとって合法で倫理的な
ビジネスを推進するインセンティブもまた皆
無である。HSBC 社の最近のスキャンダルを受
け、あらゆるレベルにおいて、同社は顧客の
自社方針への準拠を即刻確実にしなければな
らない。
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7.	 グローバル・ウィットネスが2012年に入手した証
言及び告白を含む複数の独立情報源による。
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デルであり、これは1989年から2012年までの平均
である。すべての金額は米ドルをベースにしてお
り、本報告書の執筆時点の為替レートに基づく(1
ドル3.07リンギット)。
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